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194,556

都道府県財政比較分析表(平成25年度普通会計決算) 滋賀県

財政力類似団体
Ⅰグループ

(財政力指数
0.500以上1.000未満)

当 該 団 体 値

グループ内平均値

グループ内の
最大値及び最小値

財 政 力

財政力指数 [0.53]

グループ内順位

15/16

都道府県平均

0.46

0.53

0.93

財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.2%]

グループ内順位

4/16

都道府県平均

93.0

(%)

90.1

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [118,521円]

グループ内順位
14/16

都道府県平均

112,712

(円)

給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.7]

グループ内順位

7/16

都道府県平均

99.9

102.9

97.8

定員管理の状況

人口10万人当たり職員数 [1,207.08人]

グループ内順位

16/16

都道府県平均

1,109.10

799.45

公債費負担の状況

実質公債費比率 [15.0%]

グループ内順位

12/16

都道府県平均

13.5

19.0

11.1

将来負担の状況

将来負担比率 [206.1%]

グループ内順位

6/16

都道府県平均

200.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の
状況

将来負担の状況

グループ平均

滋賀県
※グループ平均を100とした
ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。

40以下
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98.7
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(%)
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都道府県財政比較分析表(平成25年度普通会計決算)
滋賀県

人口類似団体
当 該 団 体 値

グループ内平均値

グループ内の
最大値及び最小値

財 政 力

財政力指数 [0.53]

グループ内順位

1/12

都道府県平均

0.46

財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.2%]

グループ内順位

5/12

都道府県平均

93.0

(%)

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [118,521円]

グループ内順位

2/12

都道府県平均

112,712

(円)

96.5

87.0

給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.7]

グループ内順位

10/12

都道府県平均

99.9

定員管理の状況

人口10万人当たり職員数 [1,207.08人]

グループ内順位

2/12

都道府県平均

1,109.10

(人)

公債費負担の状況

実質公債費比率 [15.0%]
(%)

将来負担の状況

将来負担比率 [206.1%]

グループ内順位

8/12

都道府県平均

200.7

(%)

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の
状況

将来負担の状況

グループ平均

滋賀県
※グループ平均を100とした
ときの比率で表した。

※グループとは、人口規模が類似している12県を指す。
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都道府県財政比較分析表（平成25 年度普通会計決算）－分析－ 

 

◎比較分析のしかた 

○財政力類似 

 ・ 都道府県を東京都を除いて、次の４区分にグループ分けし、同一グループ内の道府県間で主要財政指標を比較

分析します。 

       ・Ⅰグループ  財政力指数0.5 以上1.0 未満 

・Ⅱグループ  財政力指数0.4 以上0.5 未満 

・Ⅲグループ  財政力指数0.3 以上0.4 未満 

・Ⅳグループ  財政力指数0.3 未満 

  ・ 本県は、Ⅰグループ（滋賀県、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、静岡県、愛知

県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福岡県の16 府県）に属します。 

 

○人口類似 

 ・ 平成22 年国勢調査において、人口規模が類似している県（滋賀県、青森県、岩手県、山形県、石川県、奈良

県、山口県、愛媛県、長崎県、大分県、宮崎県、沖縄県の12 県）間で主要財政指標を比較分析します。 

 

◎比較分析を行う指標 

■財政力指数  → 11 ページ参照 

・ 本県は、県税総額に占める法人関係税の割合が高く、その動向により税収が大きく増減するという特徴がありま

す。財政力指数は過去3 カ年の平均により算出しますが、平成22 年度に比べ平成25 年度は、標準的に収入でき

ると考えられる税収等（基準財政収入額）のうち法人二税が増加したことなどから、前年度より0.01 ポイント高

い0.53 となっています。 

 

■経常収支比率  → 10 ページ参照 

・ 本県における経常収支比率は92.2％と財政力類似団体平均の94.9％を下回っています。 

・ 平成25 年度は、地方譲与税の大幅増等により経常一般財源総額が増加した一方、経常経費充当一般財源が公債

費が増加したものの給与カット等による人件費の減少等によりほとんど増加しなかったため、前年度より2.5 ポイ

ント改善しました。 

 

■人口1 人当たり人件費・物件費等決算額 

行政運営の基本的なコストを測る指標で、人件費、物件費および維持補修費の合計額をその団体の当該年度1 月

1 日付けの住民基本台帳人口で除して算出した額を示しています。 

 

・ 財政力類似団体での比較において、本県が属するグループの団体は、本県に比べ人口規模が非常に大きいため、

当該指標におけるグループ内での本県の位置は相対的に低くなっていますが、経年で見れば、本県の指標は徐々に

改善してきており、前年度に比べ3,194 円の減額となっています。 

 

■ラスパイレス指数 

地方公共団体の給与制度・運用の実態を示す指標で、地方公務員と国家公務員の給与水準を、国家公務員の職員

構成を基準として、職種毎に学歴別、経験年数別に平均給与月額を比較し、国家公務員の給与を 100 とした場合

の地方公務員の給与水準を示しています。 

 

・ 本県のラスパイレス指数は前年度より7.2 ポイント低い100.7 となっていますが、この主な要因としては、比

較対象となる国家公務員の給与について、臨時の減額措置が終了したことにより、相対的に本県のラスパイレス指

数が減少したことが挙げられます。なお、国の水準を上回っている点については、高年齢層職員が国より多いとい
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う本県の職員構成によるものであり、高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しや給与構造改革としての現給保障の

廃止に向けて段階的に減額を行うなど、適正な管理に努めていきます。 

 

■将来負担比率  → 11 ページ参照 

・ 臨時財政対策債の増加により地方債残高が増加したものの、それ以上に基準財政需要額算入見込額が増加したこ

と、制度改正等により退職手当の将来負担額が減少したこと、公営企業債の償還に係る将来負担額も減少している

ことなどから、平成25 年度の将来負担比率は、9.4 ポイント改善しました。 

 

■実質公債費比率  → 10 ページ参照 

・ 償還満期の到来等により旧一般公共事業債などの元利償還金が減少した一方、臨時財政対策債の償還増等により

実質公債費が増加したことなどにより、平成25 年度の単年度比率は悪化しましたが、算定の対象から外れた平成

22 年度の単年度比率と比べて低かったことから、平成25 年度の実質公債費比率は0.4 ポイント改善しました。 

 

■人口10 万人当たり職員数 

地方公共団体の翌年度4 月1 日現在の職員数を、その団体の当該年度1 月1 日付けの住民基本台帳人口で除し

た数値を10 万人当たりに換算して算出した職員数を示しています。 

 

・ 財政力類似団体での比較において、本県が属するグループの団体は、本県に比べ人口規模が非常に大きいため、

当該指標におけるグループ内での本県の位置は相対的に低くなっていますが、人口規模が近い団体と比較すると、

当該指標は小さい数値となっています。 



本県の財政状況等一覧表（平成25年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策債
発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

156,425 110,760 50,199 317,384

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 515,077 509,277 5,800 873 18,471 1,044,513

市町振興資金貸付事業特別会計 3,526 3,245 282 282 - -

母子および寡婦福祉資金貸付事業特別会計 209 155 54 - 5 299

中小企業支援資金貸付事業特別会計 1,452 325 1,127 - - 2,307

就農支援資金貸付事業等特別会計 73 61 12 - 9 126

林業・木材産業改善資金貸付事業特別会計 287 165 122 - - 55

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 72 0 72 - 0 -

琵琶湖総合開発資金管理事業特別会計 303 303 - - 303 1,370

公債管理特別会計 123,666 123,666 - - 84,668 -

土地取得事業特別会計 1,031 1,031 - - 287 1,110

用品調達事業特別会計 686 676 10 10 - -

収入証紙特別会計 2,963 2,963 1 1 - -

一般会計等 513,281 505,801 7,480 1,165 1,049,780

　（注）　「一般会計等」は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合があります。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

病院事業会計 19,419 19,519 △ 100 6,930 4,282 18,935 11,608 法適用企業

工業用水道事業会計 1,123 818 305 3,493 13 871 - 法適用企業

水道用水供給事業会計 4,563 3,557 1,006 8,675 40 12,530 276 法適用企業

流域下水道事業特別会計 19,017 17,397 1,620 1,231 3,016 55,970 20,989

公営競技事業特別会計 53,308 52,894 414 414 - 4,885 -

公営企業会計等　計 20,743 93,192 32,872

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業です。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示しています。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示しています。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額です。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

関西広域連合 1,205 1,193 12 12 2 - -

一部事務組合等　計 12 - -

総費用
（歳出）

歳入

企業債（地方
債）現在高

左のうち一般会計
等繰入見込額

地方債現在高
他会計等から
の繰入金

歳出

純損益
（形式収支）

資金剰余額／不
足額（実質収支）

実質収支形式収支

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

備考
企業債（地方
債）現在高

他会計等から
の繰入金

純損益
（形式収支）

資金剰余額／不
足額（実質収支）

左のうち一般会計
等負担見込額

備考
他会計等から
の繰入金

会計名 備考

会計名
総収益
（歳入）

地方公共団体の総合的な財政情報の開示について

地方分権の進展に伴い、地方公共団体の行財政運営については、住民に対する説明責任を果たすことがますます重要に
なるとともに、地方財政の状況が極めて厳しい中で、各団体が住民等の理解と協力を得ながら財政の健全化を推進してい
くためには、自らの財政状況についてより積極的に情報を開示することが求められています。
本県では、地方自治法に基づく決算や財政状況の公表などの情報開示に努めているところですが、普通会計に加え企業

会計などの特別会計の状況や第三セクター等の経営状況および財政援助の状況も含め、総合的な財政情報について、「財
政状況等一覧表」を作成し、公表しています。
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況および地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

一般社団法人滋賀県造林公社 70 185 18 139 18,570 - - -

公益財団法人滋賀県建設技術センター 62 291 45 - - - - -

公益財団法人滋賀県水産振興協会 12△  1,357 1,231 17 - - - -

公益財団法人滋賀県農林漁業担い手育成基金 5△  545 251 28 - - - -

公益財団法人滋賀食肉公社 44△  351 1,378 221 54 - 2,703 2,432

公益財団法人滋賀県緑化推進会 1△  562 410 - - - - -

公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 4△  275 44 255 3,800 - - -

公益財団法人滋賀県陶芸の森 2 204 25 - - - - -

公益財団法人糸賀一雄記念財団 0 66 25 8 - - - -

公益財団法人滋賀県生活衛生営業指導センター 0 10 2 30 - - - -

公益財団法人滋賀県環境事業公社 516 1,585 18 83 - - 3,564 3,208

一般財団法人滋賀県動物保護管理協会 1 6 10 - - - - -

公益財団法人滋賀県体育協会 9 664 297 149 - - - -

公益財団法人滋賀県文化財保護協会 6 296 53 140 - - - -

公益財団法人滋賀県文化振興事業団 11 287 25 - - - - -

公益財団法人びわ湖ホール 1△  537 100 - - - - -

公益財団法人国際湖沼環境委員会 10△  1,554 432 - - - - -

公益財団法人滋賀県国際協会 2△  761 400 42 - - - -

公益財団法人滋賀県暴力団追放推進センター 0 771 576 3 - - - -

公益財団法人淡海文化振興財団 1△  80 30 53 - - - -

公益財団法人滋賀県消防協会 1△  106 23 11 - - - -

株式会社滋賀食肉市場 30△  465△  19 0 44 - - -

パナソニックアソシエイツ滋賀株式会社 68 572 22 - - - - -

滋賀県住宅供給公社 53△  1,956 10 - - - - -

滋賀県道路公社 278 9,968 9,774 - - 232 - -

滋賀県土地開発公社 54 8,695 30 - - 7,719 - -

一般社団法人滋賀県畜産振興協会 6 125 42 5 - - - -

公立大学法人滋賀県立大学 16△  14,991 15,887 2,201 - - - -

信楽高原鐵道株式会社 3 121 149 - - - - -

地方公社・第三セクター等　計 31,326 3,384 22,469 7,952 6,267 5,640

　（注）　損益計算書を作成していない法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示しています。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成24年度

A
平成25年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 14,547 18,126 3,579

減 債 基 金 10,549 12,923 2,374

そ の 他 充 当 可 能 基 金 26,527 31,461 4,934

充 当 可 能 基 金 計 51,622 62,510 10,888

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金および不動産等を含みません。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成24年度

A
平成25年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成24年度
A

平成25年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.39 0.36 △ 0.03 △ 3.75 △ 5.00 40.0 41.8 1.8

連 結 実 質 赤 字 比 率 6.28 6.90 0.62 △ 8.75 △ 15.00 282.3 323.8 41.5

実 質 公 債 費 比 率 15.4 15.0 △ 0.4 25.0 35.0 178.5 192.5 14.0

将 来 負 担 比 率 215.5 206.1 △ 9.4 400.0 16.4 19.5 3.1

財 政 力 指 数 0.52 0.53 0.01

経 常 収 支 比 率 94.7 92.2 △ 2.5

　（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しています。
     ２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には当該黒字の比率を、「資金不足比率」は、資金に余剰がある場合には当該余剰の比率を便宜的
　　　　 に正数で表示しています。
     ３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、一律 △20％です。

流域下水道事業特別会計

水道用水供給事業会計

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産また
は正味財産

当該団体から
の出資金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の補助金

備考
当該団体からの

債務保証に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

工業用水道事業会計

病院事業会計

資金不足比率
（公営企業会計名）

当該団体からの
損失補償に

係る債務残高
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